
（確認印）

○この書類を提出するには、課税上の優遇措置の適用を「有」と届出されていることが必要です。（国会議

員に関するものについては、当該国会議員（候補者等）から国会議員関係政治団体に該当する旨の通知を、

　　　　寄附金（税額）控除のための書類 国会議員以外の公職については、被推薦書を府選管（又は総務大臣）に提出していることが必要です。）

なお、特定の公職の候補者又は候補者となろうとする者を推薦・支持する政治団体に対する寄附の場合、

氏　　　名 甲山　　五郎 優遇措置の適用があるのは、立候補した日の属する年とその前年に限られます。

住　　　所 ○○市××町□丁目□番□号 ○この書類は、個人からの寄附金についてのみ提出してください。

○提出枚数　　２部

　令和　　　　年　　　　月　　　　日 ○寄附者に特別の利益が及ぶと認められる寄附の場合は、寄附金控除の対象とはなりませんので、ご注意

 　　この寄附金は政治資金規正法第１２条若しくは第１７条又は公職選挙法第１８９条の規定による報告書 ください。

　により報告されたものです。 （例）議員が自己の後援会に寄附をする場合

寄附を受けた 名　　　称 ○ ○ ○ ○ ○ （例）議員がお互いに相手方の後援会に寄附しあう場合など

団　　　　体 所　在　地 ○○市××区△△町□丁目□番□号
政　党　の　支　部 左記以外の特定の政治団体 収支報告書に記載された寄附者の氏名、住所、寄附金の額、寄附年月日を記入する。

２回以上にわたって寄附のある場合は「寄附金の額」の欄に合計額を記入し、
「寄附年月日」欄は空欄とし、日付ごとに下部の「内訳」欄に記載する。

　寄附を受けた団体が租税特別措置 その団体の主宰者又は主要な構成員である国会議員の氏名 「寄附金の額」欄には￥マークを記載すること。
　法第４１条の１８第１項第３号に

　掲げる団体に該当する場合 政治団体の名称、所在地を記入すること。
　寄附を受けた団体が租税特別措置 （１）その団体が推薦し又は支持する者の氏名

　法第４１条の１８第１項第４号に 乙野　一郎 １又は２のいずれかに○印を付けること。
　掲げる団体に該当する場合 （２）上記（１）の者が立候補した選挙名及び立候補年月日

　　　同号イ該当の場合は(2)の 特定の公職の候補者又は特定の公職の候補者となろうとする者（現職を含む）の後援会の場合のみ記入すること。
　　　記載は必要ありません 選挙 　　令和 △ 年 △ 月 △ 日 ただし、（２）については現職の後援会の場合は記入する必要はない。

公職の候補者の 氏名

 氏名及び住所 住所

立候補した選挙 選挙名 （その７）

名及び立候補年

 月日 選挙 　　令和　　年　　月　　日 （７）寄　附　の　内　訳

十億 百万 千 円

寄 附 年 月 日 寄 附 金 の 額 3 0 0 0 0 0

○・ ２・１５ ¥300,000 　　・　　・ 　　・　　・ 3 0 0 0 0 0

○・ ５・２０ ¥300,000 　　・　　・ 　　・　　・ 2 0 0 0 0 0

○・１０・１ ¥200,000 　　・　　・ 　　・　　・ 8 0 0 0 0 0

　　・　　・ 　　・　　・ 　　・　　・

　　・　　・ 　　・　　・ 　　・　　・

8 0 0 0 0 0

2 0 0 0 0

8 2 0 0 0 0

そ の 他 の 寄 附

合 計

こ の 頁 の 小 計

合　　　　計 ¥ 800,000

合　　　計

〃 ○.5.20 〃 〃

〃 ○.10.1 〃 〃

寄 附 年 月 日 寄 附 金 の 額 寄 附 年 月 日 寄 附 金 の 額 甲山　　五郎 ○.2.15 ○○市××町□丁目□番□号 会社員

職　　　業 備　　考

寄附者の区分 1．個人　2．法人その他の団体　3．政治団体

寄附金控除のための書類（記載例）

寄附をした者

寄　附　金　の　額 ¥800,000

寄　附　年　月　日

団　体　の　区　分

いずれか該当するも
1 2

のの番号を○で表示

○ ○ 議 員

寄　附　者　の　氏　名 金　　　　　　　　　　 　　額 年月日 住　　　　　　　　　所

寄附を受けた

公職の候補者

「寄付金の額」と一致

1


